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テレワークによる孤立の問題と対策
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Ⅰ　は�じ�め�に

　現在，テレワークは我々にとって身近な働き方
となっている。企業側にはコスト削減やデジタル

─コロナ禍におけるフランスの事例から

都市封鎖を伴ったフランスのコロナ禍におけるテレワークの事例を通じて，テレワークの
問題点と対策について分析する。テレワークの問題点として社会心理リスク，とりわけ孤
立によるリスクがある。孤立は精神的健康の悪化や冠動脈疾患等の原因ともなりうる。従
来フランスはテレワーク導入に慎重な国であったが，研究は多くなされ，コロナ禍以前か
らテレワークに対する警鐘も鳴らされていた。テレワークにおける孤立問題への対策とし
て，テレワーカーも事業場へ出勤する日を定め，テレワークを制限することが考えられて
いる。こうしたテレワークの制限は労働協約などで定められており，労使合意が重要な役
割を演じている。この方策はすでに 2000 年代末に民間企業によって行われていたが，完
全テレワークを余儀なくされたコロナ禍においても，健康等問題がある場合，週あたり 1
日までの事業場への出勤を認めるという緊急措置がなされる。こうした措置に至るまでに
は，職際協定，労働省のガイドライン，またガイドラインに対する行政裁判などの多様な
要素のもとでリスク回避のための方途が模索された。こうした事例に鑑み，フランスで従
来テレワークへの問題意識を醸成してきた「つながらない権利」は，依然としてテレワー
クの実践において重要であるが，テレワークを行う労働者が直接的に社会と「つながる権
利」もまた必要となってくるものと考えられる。
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化による効率化等のメリットがあり，労働者の側
にも通勤の負担軽減や，育児との両立等多くのメ
リットがあると言われている。この働き方のもた
らす有益性，あるいは可能性は万人が認めるとこ
ろであろう。
　これまでもテレワークのデメリットについての
言説は存在した 1）が，問題が表面化するのは，
2019 年末からの世界的な新型コロナウイルスの
感染拡大とこれに伴うテレワークの流行によって
であろう。多くの国では都市封鎖を行い，人と人
の接触を極力遮断した。労働の様式も可能な限り
テレワークを導入せざるを得なかった。実際，わ
が国においてもコロナ禍によって多くの企業や組
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織がこれを急遽導入している。テレワークは必要
であったが，しかしあまりに急に導入したため
に，多くの問題も起こっている。その 1 つに孤立
の問題がある。
　テレワークにおける孤立の問題は，フランスで
はコロナ禍の以前より指摘されていた 2）。しかし
ながら 2020 年以降，孤立はテレワークにおける
主要な課題と認識され始めている 3）。この論考の
目的は，テレワークの問題点，とりわけ孤立の問
題について，フランスの事例に焦点をあてながら
考察することである。
　フランスは従来，テレワークの導入に慎重な国
であった。2010 年の調査 4）によればテレワーク
導入率はイギリスの 38.2％，ドイツの 21.9％に対
しフランスは 14％に過ぎない。だがテレワーク
に対して無関心というわけではなく，柴田（2009）
が述べるように，フランスではテレワークに関す
る研究が盛んである 5）。2005 年には全国職際協
定（ANI）6）�がなされ，これを受けて法的枠組み
の整備も進み，2017 年の法改正以降，普及が進
んだ。しかしながらテレワークに対して問題点も
多く指摘されており 7），そうしたなかで，とりわ
けコロナ禍のテレワークが過剰に用いられ，問題
が先鋭的に噴出した時期のフランスにおける試み
は非常に参考になる。
　テレワークについては，コロナ禍以前は経営的
な効率の側面からの研究が多かったが，新型コロ
ナ感染拡大が始まる 2020 年から心理社会的リス
ク 8）に関する研究が出現し，この側面からテレ
ワーカーの孤立について取り上げられるようにな
る。社会的孤立については従来高齢者の問題とし
て扱われることが多かった。労働者の問題として
大きく取り上げられるのは主にコロナ禍以後のこ
とであり，とりわけテレワークとの関係で言及さ
れる。孤立が労働者に身近な問題として認識され
ている（あるいはされつつある）フランスの状況
は参考とするに値すると考える。
　まず「Ⅱ　先行研究の検討」において，フラン
ス以外の文献を適宜参照しながら，孤立について
検討する。その上でテレワークと孤立に関する先
行研究がコロナ禍の前後でどのように発展したか
を検討する。コロナ禍のテレワークにおける孤立

について，社会背景や政策といった観点から分析
した研究は現時点では存在しない。本論の狙いと
するのはそうした観点からの考察である。「Ⅲ　
フランスにおけるテレワークの浸透，2017 年法
の前後まで」ではフランスのコロナ禍以前のテレ
ワークの導入状況を確認し，テレワークの日数制
限がいかに孤立対策として受容されてきたかを追
う。「Ⅳ　コロナ禍のフランスにおけるテレワー
クの変化と要請されるテレワーク」では，コロナ
禍のテレワークにおける孤立対策としての実施日
数制限を巡り，労働省によるガイドラインを中心
に，法令や行政裁判の判例，また職際協定や企業
の協約，労使対話における合意等を引用しつつ考
察する 9）。
　また，研究方法としては，文献調査（インター
ネット上の情報等を含む）を行い，注釈書や判例
がある場合は極力参照した上で，報告書や法令等
の言説を分析・検討した。本論では公的文書から
の引用を翻訳・掲載しているが，これは今後の研
究また実務に対して資料的価値があると考えられ
るためである。

Ⅱ　先行研究の検討

１　孤立について

　孤立（社会的孤立）と孤独は多くの研究で区別
されている。例えばみずほリサーチ＆テクノロ
ジーズ（2021）および藤森（2022）は Townsend

（1968）の定義 10）に基づき，孤立について社会的
交流の欠如型（会話の欠如型）孤立，社会的サポー
ト（受領・提供）の欠如型孤立，社会参加の欠如
型孤立等に操作的に分類している。孤独に関して
は「仲間がいなかったり，失ったというありがた
くない感じをもっていること」であり，主観面を
捉えた概念としている。
　フランス語圏では 2010 年代より孤独や孤立が
重要な研究テーマとなり，労働との関係も扱われ
てきた。適度な孤独は創造的な効果も生みうる
が，心理社会的リスクを生じうる側面も指摘され
ている。CRÉDOC（生活環境観察研究調査センター）

（2020）によれば，2010 年代の 10 年における孤立
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を生み出す主要な要素として貧困，失業が挙げら
れる。2008 年以降の経済的停滞がその背景とし
て考えられる。
　フランス語で孤立は isolement，孤独は solitude
の訳語であるが，Campéon（2016）は，「社会的
孤立は社会的接触数によって計量可能であるが，
孤独は接触に関する不満足の感情である」とし
た。労働における孤立と孤独の問題を扱った研究
としては，Marc,�Grosjean�and�Marsella（2011）
が挙げられる。この研究では孤立の感情と孤独の
感情を区別している。孤立の感情とは労働者が必
要なときにサポートを得られないということに結
びつく主観的状況である。孤独の感情はサポート
を求めなくなってしまった主観的状態に結びつ
き，自己や活動への閉じこもりが特徴とされる。
この研究を発展させたのが Ladreyt�et�al.（2013）
である。孤立は主体と環境の間の関係であるが，
孤独は病因となりうる心理的プロセスであると
し，悲嘆的孤独，抵抗的孤独，創造的孤独に分類
している。また Boboc�et�al.（2014）は被害的孤立
と選択による孤立を区別，被害的孤立としては物
理的孤立，関係的孤立�（Marc,�Grosjean�and�Marsella

（2011）の孤立の感情に相当），自己閉鎖的孤立（Marc,�
Grosjean�and�Marsella（2011）における孤独の感情
に相当）に区別した。選択による孤立は創造的な
孤独である。病理的孤独は被害的孤立に関係して
いる 11）。
　労働以外の場も含む広い意味での孤立，孤独
は，メンタルを含め健康面における問題があり，
また疾患による死亡リスクが高まるという調査結
果 が， す で に Holt-Lunstad,�Smith�and�Layton

（2010）によって提示されている。
　また Valtorta�et�al.（2016）によれば孤立や孤
独により冠動脈疾患や脳卒中が増加することが明
らかになっており（冠動脈疾患リスクは 29％，脳
卒中リスクは 32％増加），社会的に孤立している者
は死亡率が高い。多くの研究が孤立とメンタルヘ
ルスへの悪影響との関連を指摘しており 12），孤
立は死亡原因のひとつである 13）。さらに間接的
には自殺の要因にもなりうる 14）。
　また，孤立は高齢者だけの問題ではなく，働く
世代，若年層への健康面での影響が懸念されるこ

とが最近の研究から明らかである 15）。例えばフ
ランスガス・フランス電力の従業員（35～50 歳）
を対象にした調査では，孤立した者は癌，事故，
自殺等の死亡率が高かった 16）。労働者にとって
も，孤立は死亡の要因となりうるのである。
　新型コロナ感染拡大が始まる 2020 年以降は，
外出禁止令の影響に関する調査やさまざまな社会
階層，年齢層を対象とした多様な分野の研究にお
いて部分的に孤立に言及している 17）。コロナ禍
以降の関連研究を評価・整理するには今少し時間
が必要であろう。
　本論では環境との関わりでの孤立を「社会的孤
立」とし，孤立の感情は「孤立感」とした。上記
の両方を含むと考えられる場合「孤立」とした。
孤独感は「孤独」とした。また社会調査等で孤立
に関するものであっても，アンケートの回答者は
こうした孤独と孤立，あるいは孤立と孤立感の区
別をせずに回答している可能性があろう。そのた
め，こうしたケースでは本論においては便宜的に

「孤立（孤独）」と表記した。なお引用については
原文の表現を尊重した。
　本論は社会的孤立及び孤立感とテレワークの関
係について研究したものである。テレワークは労
働と私生活の分離が困難な労働形態であることは
諸氏の指摘するところであり 18），一般的な労働
における孤立だけを視野に収めるのでは不十分で
あろう。よって広く孤独，孤独感も適宜考慮する
必要がある。いずれにしても孤立（孤独）に内在
する危険性を考え合わせるならば，テレワークに
おける孤立の問題は最も大きな課題の 1 つと言え
よう 19）。

２　テレワークにおける孤立

　日本においてもテレワークは研究されてきた。
安達（2010）や佐藤（2012）はテレワークの法的
整備が課題としているし，亀井・大澤（2017）は
なぜテレワークが浸透しないのかについての理由
を経営的側面から整理している。一方でテレワー
カーのメンタル面でのリスクに関してはあまり研
究されてこなかったようである 20）。
　ILO（2016）は「社会的な利点・問題点」「事業
主の利点・問題点」「労働者側の利点・問題点」
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の 3 つの視点からテレワークについてまとめてい
る。とりわけ「労働者の利点」としては通勤時間
及び費用の削減，ライフチョイスの柔軟性，家族
等のケアの柔軟性，高い自立性，職業における満
足度，ストレスの低下，仕事と家族の間の葛藤の
低下が挙げられている。一方で「労働者側の問題
点」としてワークライフの境界が曖昧になる，仕
事と家族の間の葛藤の増加，休日の労働，仕事に

「つながらない」ことの困難，社会的また仕事に
おける孤立等が考えられている。
　また WHO・ILO（2021）においてはテレワー
クによる健康上の好影響と悪影響が挙げられる。
好影響としては血圧の低下，仕事関連のストレス
低下，うつリスク低下，家族やペットと過ごすこ
とができる，かえって運動をするようになること
や食事に手間や時間をかけることができることに
よる健康促進等であり，悪影響としては病気でも
テレワークは休めないこと，仕事関連のストレス
増加，社会的孤立，不安や苛立ち，家族間の関係
悪化，特有のハラスメント等が列挙される。テレ
ワークは運用の方法により，肉体的また精神的な
好影響，または悪影響がある。コミュニケーショ
ン，情報のシェアは焦点の 1 つと言え，これなく
してはワークライフバランスの悪化や孤立，ネッ
トでのハラスメント等が起こることもあるとされ
る。
　上記のように利点と問題点は表裏一体と言え
る。例えばテレワークは仕事上のストレスを増加
させ，また低下させるという一見矛盾した結果が
出ているが，運用の仕方によってはプラスにもマ
イナスにもなりうるということが ILO（2016）や
WHO・ILO（2021）では示唆されている。コロナ
禍においては感染拡大を抑制する目的で労働者間
の交流を減少させたわけだが，交流の減少は孤立

（孤独）の問題と表裏一体であった 21）。
　フランス（及びフランス語圏）の研究に目を配
れば，テレワークにおける孤立（孤独）に言及さ
れるのは，管見の限りでは Turbe-Suetens（1995）
が端緒である 22）。続く研究として Schampheleire�
and� Martinez（2006）23），Dumas� and� Ruiller

（2014）24）�などが挙げられるが，コロナ禍以前の研
究は，精神保健上のリスクとしてというよりは，

経営上の問題として言及されていることが多かっ
た。
　テレワークにおける孤立が健康リスク，心理社
会的リスクとして多くの研究で言及されるように
なるのは，新型コロナ感染拡大後である。例えば
UGICT-CGT25）（2020）の調査は「外出禁止令は
それぞれの状況に応じてさまざまな影響を呈して
いる。共通しているのは未曾有の孤立である」と
し，劣化した形でのテレワーク適用が心理社会的
リスクを高めるとしている。労働における心理社
会的リスクについては INRS（国立安全研究所）26）�
が説明している。心理社会的リスクはストレス，
外部からの暴力的要因，内部の暴力的要因等があ
る状況で発生する健康に対する危険性である。こ
れらの状況は従業員の健康に影響し，心臓血管の
疾病，筋骨格の障害，うつ的障害，自殺等の結果
をもたらす。心理社会的リスクは他の職業的リス
クと同様に考慮されねばならず，心理社会的リス
クの予防には，労働とその編成における集団的予
防措置が必要であるとされる。
　Diard,�Hachard�and�Laroutis（2022） は 上 記
INRS の定義を引きつつ，コロナ禍のフルタイム
のテレワークは劣化したもので，新たな心理社会
的リスクを呈しているとした。心理社会的リスク
の予防に関しては十分になされておらず，それゆ
え組織上のサポートの欠如がリスク要因となりう
るとされる。2 期に分けてなされた上記研究の量
的調査は，コミュニケーションとその形式化がリ
スクの有効な予防となっていないことを明らかに
し，労働条件の変化によりストレスや仕事量の増
加，過接続や孤立といった新たな状況が生み出さ
れており，これらは心理社会的リスクの原因であ
ると結論している。
　孤立は心理社会的リスクを生じる原因の一つで
あり，さまざまな健康上の弊害となりうる。テレ
ワークと，とりわけコロナ禍における精神的健康
の関係について論じた Chamoux（2021）はコロ
ナ禍におけるテレワークが社会的孤立を生み，さ
まざまな心理社会的リスクにつながっていると
し，企業内での支援プログラムや健康面のチェッ
ク等が必要であり，またとりわけプライベートと
仕事を両立させうる選択的（パート的）テレワー
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クは解決策となりうるが，完全テレワークは持続
的な解決につながらないと提言している 27）。
　心理社会的リスクの源としての孤立（孤独）と
テレワークというテーマはコロナ禍において注目
された極めて現在的な問題であると言えよう 28）。
しかしながらコロナ禍以後の展開を適切に評価す
るためにも，まずは背景となるコロナ禍以前の状
況より考察を始めるべきだろう。

Ⅲ　フランスにおけるテレワークの浸透，
2017 年法の前後まで

１　フランスのテレワーク導入状況 29）

　前述のようにフランスではテレワークの研究が
進み，意識的であったものの，実際のテレワーク
導入状況は盛んではなかった。DARES30）（2004）31）�
によれば，1999-2002 年の調査でフランスの労働
者の 2％が在宅のテレワークを，5％がノマドワー
クを行っている。2017 年には労働法上のテレワー
クの定義が変更され 32），不定期のテレワークや
契約に明記されないテレワークも含まれるように
なった。これを踏まえた 2017 年の調査結果によ
ればテレワークを行っている者は 7.2％であった

（Hallépée�and�Mauroux�2019）。この数値は調査対
象や調査方法により大きく変化するため注意を要
する。別のより小規模な 2017 年の調査（Malakoff�
Médéric�2018.1）では調査対象の 25％がテレワー
クを行っていたとされる 33）。同じシンクタンク
による 2018 年の調査 34）では 29％となっており，
少なくとも 2017 年以降，急激に普及していった
と言うことはできよう。
　背景として 2002 年 7 月 16 日にはテレワークの
ヨーロッパにおける枠組協定 35）が締結され，テ
レワーカーは通常の労働者と同等の権利を持つこ
とが確認されたこと，また 2005 年にはテレワー
クにおける全国職際協定が結ばれたことには言及
しておかねばなるまい。
　「テレワーク」の語が労働法典に明記されるの
は 2012 年であり，2012 年 3 月 22 日の法の簡略
化と行政手続きの軽減に関する法律第 2012-387
号 36）が初出である。この法律によって事業主の

義務（経費負担，機器の使用に関する制限について
の説明，事業場の労働への復帰における労働者のイ
ニシアティブ，毎年条件について労働者と協議する
こと，労働時間上限についての合意等）が定められ
た。またわが国でもたびたび話題となる「つなが
らない権利」（droit�à� la�déconnexion）は労働法典
改革を行った 2016 年 8 月 8 日の法律による 37）。
2000 年代より常に電話等につながれることへの
拒否に関する権利について言及され，また破毀院

（Cour�de�cassation）での関連判決 38）が後押しと
なり，この権利が法律として明文化された。
　従来，フランスではテレワークに対する問題提
起がなされてきた 39）。「つながらない権利」につ
いて最初に言及したと言われるのは Ray（2002）
であるが，テレワークについても検討しており，
例えば Ray（2012）は当時のテレワークに関する
法について，すでにワークライフの境界，労災や
経費の問題等起こりうる数々の問題点を指摘して
いる。
　2017 年にはさらに労働法改革 40）が行われ，テ
レワークもまた推進される。労働者はテレワーク
を要求する権利が認められることになる。ただし
実際はテレワークが不可能な職種もあり，それぞ
れの企業の労働協約等による。

２　フランスにおけるテレワーク実施日数の制限

　テレワークの実施については労使の合意が重要
であるが，これに影響を与えうるものとして，フ
ランスにおいては 2005 年にはテレワークに関す
る全国職際協定（労働者組合と事業主組合の間に交
わされる合意）が存在する 41）。ここではテレワー
クの大枠に関して定めているが，孤立について

「テレワーカーが企業の他の従業員に対して孤立
しないよう方策がとられていることを事業主は確
かめる」（第 9 条　職務の編成）という記述がすで
にある。
　なお，テレワークの生産性について興味深い調
査結果があり，テレワークは月あたり 13 日，週
あたり 2 日を超えると生産性が下がるというもの
である 42）。この調査結果は企業やコンサルタン
トも認識しており 43），テレワークの日数制限は
生産性という意味でも有効であると考えられてい
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る。
　次に掲げる大企業であるオランジュの 2009 年
の労働協約はまさにこれを実践している。この協
約ではテレワークに関する方針が細かく定められ
ており，自宅でのテレワーク，サテライトでのテ
レワーク，臨時テレワーク等に分類され，またテ
レワーカー・企業とマネージャーの権利と義務等
が詳述されている。とりわけ，次の部分を引用し
ておく。

引用 1�　オランジュ，2009 年 9 月 6 日のテレワー
クに関する協約 44）

［…］
5.2�　交互勤務の原則：交互勤務のやり方と孤立

の予防
グループはテレワーカーが他の従業員と同様に定
期的にマネージャーと対話できるようにする義務
を負う。さらに，テレワーカーが他の従業員との
ミーティングに物理的に参加することを妨げるこ
とがないようマネージャーは配慮を行う。これら
の施策は当該の従業員が孤立することを回避する
ためである。

それゆえテレワーカーが少なくとも週あたり 2 日
は同僚のいる通常の仕事場に出勤し同僚やマネー
ジャーと会うことができるように労働環境を制限
することについて，関係当事者は合意する。

［…］

　出勤日を確保することによってテレワーク日数
の制限が行われている点は，のちのテレワークの
問題に関する解決策の 1 つとして注目される。
　ところで，公的部門の企業もこうした方策を取
り入れている。公的部門のテレワークについて最
初に言及した法律は 2012 年 3 月 12 日の差別に反
対し公務員に関するさまざまな措置を含む，公務
員における契約職員の雇用条件の改善と常勤登用
に関する法律第 2012-347 号 45）の 133 条である。
ただし実効性のある具体的な詳細については
2016 年 2 月 11 日の公務員及び行政官のテレワー
ク実施方法と条件に関する 2016 年 2 月 11 日の政
令第 2016-151 号 46）を待たねばならない。この政

令においてテレワークは週に 3 日までと制限され
た 47）。
　ところで同年に発表された公務員のためのテレ
ワークガイドである DGAFP48）（2016）は，職員
の「労働における QOL の向上」を掲げ，また

「職務上のリスク予防」の方策として「政令に
よって規定されるようにテレワークに 3 日の上限
を設けることは，職員の孤立感と業務からの「疎
遠化」を回避する目的に対応している」という記
述がある。公的部門におけるテレワークの日数制
限については，この段階で孤立によるテレワーク
の作業効率低下を防ぐという意味合いから，少し
ずつ労働者の健康を守るという趣旨を含みつつ
あったと考えられる 49）。
　一方，民間企業においてテレワークによる孤立
の問題が，効率よりは労働者の健康安全の問題と
して認識されてくるのがいつ頃であるのかは判然
としない。当然企業によって差異があり，一概に
述べることはできないが，少なくともマクロンの
改革の最中である 2017 年 5 月 23 日のテレワーク
に関する労使団体協議においては，テレワークに
よって生ずる孤立リスクへの言及があることは記
憶されてよいだろう 50）。
　また 2018 年のテレワークに関する民間の調査
おいてテレワークの問題点として孤立が大きく取
り上げられる 51）。この調査では 10 名以上の企業
に勤める 1507 名の従業員及び 401 名の幹部に対
し 2017 年 11 月 16 日から 22 日にアンケートを
行った。これによると，テレワークの問題点とし
て挙げられたもののうち，「プライベートと仕事
の区分」「技術的問題」「労働時間の増加」等を抜
いて，最もポイントが高かったのが従業員側・企
業側ともに「労働における社会的つながりやチー
ムワークの喪失，集団からの孤立」であった（従
業員側 65％，企業側 47％）。2019 年にはテレワー
クと孤立に関する別の調査も存在する。IFOP・
SFL52）（2019）の調査 53）によれば，「頻繁に孤独
を感じる」と回答した者は，テレワークをしてい
ない者が 19％であったのに対し，少なくとも週 1
日テレワークをする者は 36％であった。こうし
たテレワークと孤立に関する調査が複数なされた
ことは問題意識の表れであろうが，心理社会的リ
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スクとして強く意識されるのは前述のように
2020 年以降である。
　テレワーク実施日数制限は従来，主に効率の面
から孤立を回避するために採用されてきたもので
ある。しかしながら後述するように，コロナ禍に
おいてテレワークの日数制限は，孤立による労働
者の心理社会的リスク回避という目的が付加され
ることになる 54）。

Ⅳ　コロナ禍のフランスにおけるテレワー
クの変化と要請されるテレワーク

１　フランスにおけるコロナ禍と孤立

　コロナ禍においては労働においてだけでなく，
友人また家族との接触さえときに回避せざるをえ
なかったことが大きな要因と考えられるが，孤立
による不安や不調を訴える者が増加した。
　3328 人の 15 歳以上のインターネット利用者に
行われた調査報告である CRÉDOC（2021）によ
れば，孤独を感じる人は 2020 年 1 月には 14％で
あったが，2021 年 1 月には 24％になっていた。
富裕層よりも貧困層が，高学歴者よりも低学歴者
が，男性よりも女性が孤独を感じていた。とりわ
け若年層がコロナ禍によって孤独感が増したと訴
えている（15 歳から 30 歳が 28％と最も高く，つい
で 31 歳から 39 歳の 18％）。また 15 歳から 30 歳で
孤独を強く感じている者は 2020 年の 28％から
33％に増加しており，全年齢平均の 19％から
21％への増加よりも高い。
　感染を避けるための労働形態としてテレワーク
が推奨された。L.�1222-11 条の「とりわけ感染症
の脅威等例外的状況や不可抗力の場合において，
テレワークの措置は企業活動継続と従業員保護の
ために必要な職務調整と考えられる」という規定
により，基本的にテレワークは労働者の意思によ
るものであるが，感染症等の状況においては事業
主がテレワークを要請することができる 55）。
DARES の調査 56）によれば，2020 年 3 月に週 1
日以上テレワークを行った者は約 25％に及んだ。
　テレワークと孤立の関係であるが，10 名以上
の企業に勤めるパリ都市圏の労働者 3000 人を対

象に 2020 年 2 月から 9 月にかけて行われた調査
である IFOP・SFL（2020）によれば，テレワー
ク実施日数 1 日以下であった者の内 13％，少な
くとも 1 日実施した者の内 24％，数回実施した
者の内 48％，毎日実施した者の内 60％がしばし
ば孤立（孤独）を訴えていた 57）。
　関連して，上院（Sénat）の報告書 58）はテレワー
クの有用性を確認しながら，孤立もまた大きな問
題だとし，対策としてテレワークと非テレワーク
の組み合わせを提示している。この報告書は
UGICT-CGT（2020）及び UGICT-CGT（2021a,�b）
の調査結果を踏まえており，UGICT-CGT（2021b）
によると調査対象の 66％が孤立を感じたことが
あると回答し，テレワークの第一のリスクとして
孤立を挙げた者が 65.1％であった。加えてこの上
院報告書は Chamoux（2021）も引用している。
Chamoux（2021）においては孤立の回避のために
部分的なテレワークを推奨し，完全テレワークは
非推奨としたことは前述の通りである。
　また，上院がインターネット上に公開している
文書を対象として著者が文献調査 59）を行ったと
ころ，テレワークによる孤立に言及している文書
は，感染拡大が始まる 2020 年以降 2022 年までが
22 件，2012 年以降 2019 年以前が 7 件であり，テ
レワークと孤立の関係性はコロナ禍を契機として
議論されるようになったと言える。またその多く
は対策の 1 つとしてテレワーク日数の制限を挙げ
ており，コロナ禍においても孤立を予防するため
の重要な方策と目されていることが分かる 60）。
　孤立の予防のためのテレワークの日数制限は，
感染拡大に伴う完全テレワークの要請に直面する
ことになる。その展開について次節で詳述し，検
討していきたい。

２　孤立の対策とテレワークの制限

　前述のように，公的部門や一部民間企業ではテ
レワークに対する一定の制限が存在した（出勤日
の確保，テレワーク日数の制限等）。ところが，
2020 年の新型コロナの蔓延による緊急事態に際
し，このテレワークの制限がはずされることとな
る。同年 10 月に「企業における従業員の健康・
安全確保のための全国ガイドライン」（Protocole�
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national� pour� assurer� la� santé� et� la� sécurité�des�
salaires�en�entreprise�face�à�l’épidémie�de�Covid-19）61）�
が発出され，100％テレワークが推奨された。
　「全国ガイドライン」は 2020 年 8 月 31 日から
2022 年 2 月 28 日に至るまで，全部で 20 回の改
訂を重ねている 62）。テレワークに関する部分を
抜粋する。

引用 2　全国ガイドライン（2020 年 8 月 31 日）

［…］
2　従業員の防疫対策
テレワークは企業の編成方法のひとつである。新
型コロナウイルス感染リスク予防の過程に資する
点で推奨される実践であり，公共交通のラッシュ
緩和にも役立つ。保健に関する指標に照らし，保
健当局は事業主に対し，テレワークの利用をより
強く奨励することで社会的パートナー機関と合意
することもありうる。

　同年 3 月 17 日に始まる外出規制が段階的に解
除されたのが 5 月 11 日であり，その後飲食店や
学校等が再開される。感染状況 63）としては第 1
波が 3 月から 5 月ごろで，第 2 波の到来が 9 月か
ら 11 月ごろであるから，その谷間の時期にあた
る。
　最初のバージョンではまだテレワークがもたら
すリスクにまでは言及されていない。孤立のリス
クに言及されるのは，第 2 波に向かって急激に感
染者の増加していた 10 月 16 日の版である。ここ
では「夜間外出禁止令が布かれた地域では，事業
主は当該の場所の社会的対話において，可能な職
務については，週あたりのテレワークとする最小
日数を定める。また，他の地域においても事業主
は同様にするように推奨される」とされ，「事業
主は従業員間の繫がりの維持とテレワークの従業
員の孤立リスクの予防とを心がけるものである」
とされた。9 月末にマルセイユ等でレストラン，
バーが営業停止となり，10 月にはパリ周辺も最
大警戒区域となった。10 月 17 日には衛生緊急事
態宣言が発出され，23 時から 6 時の夜間外出禁
止令となり，10 月末には再び外出禁止令が布か
れ，必需品をのぞく店舗は閉鎖された。そのた

め，2020 年 10 月 29 日の「全国ガイドライン」
では完全テレワークが推奨されるに至る。

引用 3　全国ガイドライン（2020 年 10 月 29 日）

［…］
2　従業員の防疫対策

［…］
これの一環として，遠隔で仕事全体が可能な従業
員については，テレワークによって行われる労働
時間は 100％とされる。

［…］
事業主は従業員間の繫がりの維持とテレワークの
従業員の孤立リスクの予防とを心がけ , 当該の場
所における社会的対話によって適用しうる諸規則
を定める。

　また 11 月 3 日付で DGT（労働総局）の通達 64）

が出され，孤立を避けるよう言及があるものの，
可能な職種においては 100％テレワークの旨が通
達された。
　しかしながら，こうしたガイドラインの運用に
批判がなかったわけではない。使用者団体は継続
的に全国ガイドラインの差し止めを求め国務院に
提訴していた。9 月 23 日の提訴に対し，10 月 19
日に判決が出て，差し止めは却下されているが，
ガイドラインは「事業主の安全義務の実際的な変
形として推奨される事項の総体をなしている」と
されている 65）。
　100％テレワークにおける留保事項が加えられ
たのは，11 月 13 日労働省のホームページ上であ
る。ここで孤立に苦しむ者の出勤は許可されてい
る旨が告知された 66）。事業主はまず遠隔手段に
よって従業員のつながりを維持するよう努める。
例外的にこれが不十分な場合，産業医と連絡をと
り，何日かは事業場への出勤を許可することがで
きるとされた 67）。
　さらに DGT 通達とガイドラインの差し止めを
求める提訴が 11 月 23 日になされ，団体側は，�
1：対策の強制的，一般的性格を考慮した緊急性，
2：テレワークに関する労働法規上の措置の無理
解があり，企業・事業主・労働者の個人的自由の
深刻な侵害の疑いがあること，また 100％テレ
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ワークにより正しい運用を乱しメンタルヘルスリ
スクを生むこと，以上の 2 点を理由に提訴した。
この行政裁判の判決（12 月 17 日）により全国ガ
イドラインは「推奨」にとどまるとされた（CE�
référé,�17�décembre�2020,�n°446797）。判決はガイ
ドラインに合法性の深刻な疑義があるとは認めず
却下であったが，「労働省インターネットサイト
で公表され 2020 年 11 月 17 日に更新されたテレ
ワーク Q＆A ファイルの述べるところでは，労
働における健康と安全に関してガイドラインがコ
ロナ感染リスクから守るための HCSP（公衆衛生
高等評議会）の推奨を形にしたものであり，L.�
4121-2 条に明記された予防の一般規範を実施す
るのは事業主であり，またここにおいてリスクを
見定め適切な予防策を講じるのは事業主であり，
テレワーカーに対する安全義務のある事業主はテ
レワークに起因する孤立した従業員の苦痛のリス
クに注意を払わねばならならず，場合によっては
従業員を仕事場に出勤させる許可を出さねばなら
ない」とした。すなわち，これら通達やガイドラ
インに強制力はなく，また 100％テレワークの例
外措置について明確にしたという意味で重要であ
る。
　また，この時期にコロナ禍に対応した形でなさ
れた全国職際協定も政策に重要な影響を及ぼして
いると思われる。前掲の 2005 年の協定が 6 頁ほ
どであったのに対し，この 2020 年の協定では 19
頁にわたり詳述されている 68）。2005 年のバージョ
ンでは「職務の編成」の項目に孤立の問題が記述
されていたのに対し，新たな版では「労働におけ
る従業員同士の関係性の保全」という 1 項目が立
てられ，孤立の問題が中心的に扱われている 69）。

引用 4�　2020 年 11 月 26 日のテレワークの適切な�
実施のための全国職際協定 70）

［…］
5　労働における従業員同士の関係性の保全
2020 年 9 月 22 日の労使調査報告 71）はテレワーク
による孤立リスクと労働共同体における対面での
関係喪失について主張している。とりわけテレ
ワーカーだけでなく，事業場で働く者が，とくに
例外的状況や不可抗力によりテレワークを利用す

るケースに関しても特段の注意を払わねばならな
い。
5.1　社会的関係性の維持
テレワークによる協働者の遠さや労働チームの物
理的距離が社会的関係性の低下につながってはな
らない。社会的関係の維持を確保するためには，
企業内の関与するものすべてを動員し，適切な方
策が練られ，企業内で実行されうる。これは企業
の社会的責務に関与する。
5.2　孤立の予防
孤立の予防は，同時にテレワーカーの健康，及び
企業への参加意識とに関与している。職務活動，
個人的または集団的責任，作業の余白時間，テレ
ワーカー個々人の自立，対話者や支援スキルのあ
る人員，また彼らの呼びかけ等，これらに関する
基準を統合した共通の行動規範はことごとく孤立
リスクに対する保障となる。定期的な集団で行う
労働時間は必須である。
管理者が孤立に対する対策を講じられるよう，テ
レワークを行う労働者は管理者に対しときとして
孤立感を打ち明けることができなくてはならな
い。これについてはとくにテレワーカーに対し企
業内の人事担当部署や労働安全担当部署の連絡先
が利用できるようにしておくことが有用である。

　テレワークによる孤立の問題の解決策として，
担当部署へのアクセスだけでなく，「定期的な集
団で行う労働時間」，すなわちテレワークでない
事業場での労働を通じて同僚や管理者とコミュニ
ケーションを行うことの必要性が認められてい
る。
　社会的状況としては 11 月 28 日に商店が再開，
また文化施設や買い物のための外出が認められる
等規制の緩和があり，12 月 15 日には日中の外出
禁止は解除されたことも影響しているだろう（夜
間は外出禁止）。これらを受けて「全国ガイドライ
ン」の内容は緩和され，翌 2021 年 1 月 7 日から
は必要に応じて週 1 日までのテレワークによらな
い労働が可能であることが明記されている。
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引用 5　全国ガイドライン（2021 年 1 月 6 日）

［…］
2　従業員の防疫対策

［…］
2020 年 11 月 26 日のテレワークの適切な運用達成
のための全国職際協定は運用について参照しうる
有益な枠組みとなる。

［…］
完全テレワークを行う従業員は，もし必要を訴え
るならば，事業主の同意のもと，週あたり最大 1
日のテレワークによらない労働に復帰することが
できる。この措置は，とりわけ集団労働を行う労
働組織の特性を考慮し，事業場における社会的相
互接触を極力制限するためである。

　ところで公的部門に関しては翌年 2 月 5 日，首
相による通達があった。国家公務員に対するのも
ので，趣旨としては「全国ガイドライン」と同じ
内容ではあるが，その理由について明確にしてい
る。

引用 6�　2021 年 2 月 5 日の国家公務員のテレワー�
ク強化に関する首相通達 72）

完全ないし部分的に遠隔にて職務遂行が可能な公
務員には，テレワークは規則であるべきだという
ことを再度確認する。孤立の危険を予防するため
に，必要を感じる公務員は申請により，週 1 日事
業場に出勤することができる。

　このように孤立の対策として，完全テレワーク
の緩和が考えられていることが分かる。テレワー
クの危険性にも配慮し，とりわけ孤立について言
及して注意喚起を行っていることで，問題意識が
明確化されている。
　この後，2021 年 3 月から 4 月にかけて第 3 波
が，7 月から 8 月にかけて第 4 波が訪れるわけだ
が，その間隙の時期である 2021 年 6 月 9 日に

「全国ガイドライン」からようやく完全（100％）
テレワークの文言が消える。「そのため，事業主
は当該地の社会的対話において，可能な限り週あ
たりのテレワーク日数を定める。事業主は従業員

間の関係の維持と，テレワークによる従業員の孤
立によるリスク予防を心がける」とされた。その
後，感染者数の増減に応じてテレワークに関する
記述も増減するが，最終バージョンである 2022
年 2 月 28 日版においても孤立リスクへの注意喚
起は残っている。
　その影響であるが，DARES（2020.3-2022.1）に
よれば 2020 年 10 月のテレワークを少なくとも週
1 回行った者は 19％であったが，11 月には 27％
となっている。完全テレワークを行った者につい
ては 10 月のデータはないものの，11 月には 12％
となっている。その後 12 月に 10％，翌 1 月に
9％と漸減し，2021 年 6 月の時点での完全テレ
ワーク者は 3％程度である。11 月の 12％という
高い数値は 100％テレワークの施策による影響と
考えられる。また，2021 年 2 月のデータによる
と，出勤したテレワーカーの理由のうち孤立の予
防と回答した者は 26.9％にのぼっていることは特
筆すべきだろう 73）。その前月までのデータは欠
けているものの，孤立の予防のための出勤措置は
比較的利用されたであろうと推察される。
　コロナ禍のような緊急の状況，100％テレワー
クが推奨される状況下にあっても，結果的に孤立
の予防のための出勤を可能とする措置がとられた
意義は大きい。少なくとも現時点で完全テレワー
クを義務とすることには無理があり，労働におけ
る他者（同僚）との事業場や何らかの場所（サー
ドプレイスなど）における接触は必要であると考
えられているのである。

　以上，テレワークとその危険性，またそれに対
するフランスの動きを，コロナ禍の前後を通して
追ってきた。多くの死者を出し，都市封鎖まで
行った緊急事態であったが，テレワークの利用に
対し，とくに孤立の問題に配慮し，テレワークの
過剰な運用を回避する方向で調整している。法令
や労働省のガイドラインだけでなく，行政裁判の
判例，また職際協定や企業の協約，労使対話にお
ける合意等，多様な要素が重要な役割を演じてい
る。具体的な対策としては，コロナ禍にありなが
らも，極力出勤日を作るという形でテレワークを
制限するというやり方であるが，これはオラン
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ジュ等の企業がコロナ禍以前，比較的早期に行っ
たものであり，公的部門でも採用している。政府
としても「全国ガイドライン」において，100％
テレワークのさなかにおいてさえ，出勤日の許可
を行い，徐々に出勤を解禁する方向で調整するこ
ととなった。

３　危険作業における孤立労働者と心理社会的リス
クとしての社会的孤立にあるテレワーカー

　以下，本論の主要な論旨から少し離れるが，今
後議論されていく可能性のあるテーマとして，危
険作業における孤立労働者について触れておく必
要がある。労働法典には夜間の単独警備のような
危険作業に従事する者が孤立しないように定めた
条項が存在する。R.�4543-19 条から R.�4543-21
条である。「孤立労働者は苦境にある，あらゆる
状況を知らせることができなくてはならない。ま
たできるだけ早く救助されなければならない」と
される（R.�4543-19 条）。ここで言及される「孤立労
働者」の定義は労働法典にはないが，CNAMTS

（全国被用者疾病保険金庫） が定義しており，
CNAMTS（2006）によれば「他の人の視界や声
の及ぶ範囲の外におり，外部の救助の可能性がな
く，仕事が危険な性質をもっている」ことであ
る。心理的な孤立の可能性もあることから，テレ
ワークも問題となる 74）。そのためこの条項がテ
レワーカーにも適用されうるかどうかの議論が存
在する。
　INRS は前述のように国民健康保険基金と連携
し，企業の研修等も行う指導的立場にある研究機
関である。INRS（2020）によれば「自宅におけ
るテレワーカーは直接他者から見られず，聞こえ
ない状況，他者が訪問する可能性が低い状況で一
人仕事を行うという意味で潜在的に孤立労働者で
ある。孤立は仕事の集中を助け邪魔を制限する
が，常習的になってしまったり，仕事における苦
しい状況を作り出してしまったりする。事故の際
には助けがなく，損傷が悪化する潜在的要素とな
る。機械的・電気的リスク等である。またよく言
われるところの心理社会的リスクである」。外部
から見えない状況・聞こえない状況が孤立労働者
の定義であり，潜在的に危険作業に従事する孤立

労働者とテレワーカーを同等に見做しているよう
である。また，すでに Epitalon（2017）やいくつ
かの記事 75）がテレワーカーを孤立労働者と考え
うる旨主張している。
　これに対し，Liaisons�sociales�quotidien（2021）
は労働環境のリスクと新たなリスクを生みうる孤
立の結合によるものであり，テレワーカーは孤立
労働者にシステマティックに，恒常的に分類され
るわけではないとした。同様に UIMM76）（2021）
は法典には孤立労働者とテレワークを結びつける
ものはなく，判例も現時点で存在しないため，テ
レワーカーは労働法的な意味で孤立労働者とは考
えられないとしている。
　現時点で判例が欠如しているため，テレワー
カーが孤立労働者と認定されるかは不明である。
しかしながら，テレワークにおける孤立リスクの
予防と危険作業における孤立リスクの予防は同じ
手法で解決できるとは限らないことには注意を要
する。危険作業に従事する孤立労働者に DATI

（孤立労働者アラート装置）77）�を携行させるといっ
た孤立労働者のための予防措置をテレワーカーに
適用したとして，どの程度効果があるのかは疑問
が残る。テレワークにおける孤立によって生じる
心理社会的リスクを矮小化することなく，その危
険性を見誤ることなく評価することが肝要であろ
う。

Ⅴ　結　　論

　コロナ禍においてテレワークの問題は先鋭的に
表面化した。とりわけ孤独，孤立の問題は深刻で
あり，ときに死亡率にも関わる。フランスの事例
では，テレワークの問題について，官民ともに孤
立の問題を回避しようとさまざまな試みがなされ
ている。とくに最小出勤日を定める等，テレワー
クを制限するという対策がとられているが，これ
はコロナ禍の以前より準備されていたものであ
る。そうしたテレワークにおける諸規則の策定に
は労使間の合意が重要な役割を演じている。
　翻ってわが国の状況を鑑みるに，テレワークに
関する制度的整備が必要であることは言を俟たな
い。テレワーカーの健康を優先し，働きすぎの抑
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止力となる枠組みの整備が不可欠である。テレ
ワークを利用する場合，常に孤立の危険性が伴
う。フランスではこの孤立の問題について明記
し，政策を策定する側，企業の側，また雇用され
る側もそれについて意識的であった。
　わが国においてもテレワークに関する法的整
備，あるいは労使合意，またはガイドラインの策
定は急務であるが，「テレワークを制限する」ブ
レーキも同時になくてはならない。コロナ禍によ
る変化を経験した我々には，加速するテレワーク
の流れを止めることはできない。可能なことは，
労働者の健康のためにテレワークを適切に制限す
ることであろう 78）。「つながらない権利」は依然
として重要であるが，テレワークを行う労働者が
ICT を介さず直接的に社会と「つながる権利」
についても改めて考えていかなくてはならない。

 1）Dumas�and�Ruiller（2014）によれば，テレワークのデメ
リットとして最も引用されるのは孤立，職業生活と私生活の分
離，チーム意識の喪失，自宅労働における組織編成の難しさ，
効率的な仕事の計量の難しさである。

 2）例えば Vayre（2019）等。
 3）Riberolles,�Krohmer�and�Baret（2021）は先行研究を引き

ながら孤独感，社会的孤立，職業的孤立のリスクがテレワーク
の問題の主要なものであると指摘している。

 4）Federal�Ministry� for�Family�Affairs,� Senior�Citizens,�
Women�and�Youth�［Germany］（2010）．ドイツ家族・高齢者・
婦人・青少年省の報告書。

 5）例えば CAS（2009）は「明日のデジタル社会におけるテレ
ワークの発展」は導入における障害やリスクについても多くの
頁を割いている。フランスでテレワークが受け入れられてこな
かった原因として，「法的責任の所在が不明確」「労働時間の計
量の難しさ」「政策的プロモーションの不足」「労働形式として
受け入れられていない」「テレワークについて知識がない」

「ICT スキルの不足」「経営側の困難やネガティブイメージ」
等が挙げられる。なお CAS（Centre�d’analyse�stratégique：
戦略的分析センター）は France�stratégie の前身で，首相の
要請に応じ，政策決定において専門的見解を示す。この他，後
述の「つながらない権利」に関連し，テレワークによる働きす
ぎのリスクも早くから指摘されていた。

 6）「全国レベルでかつ産業および職種を越えて適用される，い
わゆる全国職際レベルにおいては，狭義の労働協約は存在せ
ず，特定の事項についてのみ定める全国職際協定（accord�
national� interprofessionnels:�ANI）のみが存在する。」（細川�
2018：18）

 7）後述するように Ray（2012）は当時のテレワークに関する
法について，ワークライフの境界，労災や経費の問題等の問題
点を早い時期に指摘している。Vayre（2019）はテレワークの
肯定的要素と否定的要素に言及する先行研究をまとめ，否定的
要素としてテレワーク導入による働きすぎ，筋骨格的障害，孤
立，モチベーション維持の困難，情報の共有や組織的つながり
の低下等を挙げている。

 8）心理社会的リスクは risque�psychosocial の訳語である。労
働における精神的，肉体的，社会的な健康へのリスクである。

 9）本論の本筋ではないが，最後に今後議論されていく可能性の
あるテーマとして，危険作業における孤立労働者と心理社会的
リスクとしての社会的孤立にあるテレワーカーについても触れ
ている。

10）社会的孤立（social� isolation）とは「家族やコミュニティと
はほとんど接触がない」という客観的な状態であり，仲間づき
あいの欠如あるいは喪失による好ましからざる感情（主観）を
意味する孤独（loneliness）とは区別している。

11）その他，CRÉDOC（2020）は孤立する者を幸福度及び自閉
度により 5 つのタイプに分類している。

12）Noguchi�et�al.（2021）。
13）Shiovits-Ezra�and�Ayalon（2010）。
14）平光（2015）。
15）Berkman�et�al.（2004）,�Fujiwara�et�al.（2022）,�Hämmig
（2019）,�Horsten�et�al.（2000）等。

16）Berkman�et�al.（2004）。
17）例えばコロナ禍における孤独と社会的孤立をテーマとした老

年精神医学に関する研究である Hwan�et�al.（2020）を引用し
ている 200 件近くの文献を調査するだけでも多様な分野・テー
マで論じられていることが分かる。

18）例えば Dumas�and�Ruiller（2014）によれば問題として最も
引用されるのは孤立，職業生活と私生活の分離，チーム意識の
喪失，自宅労働における組織編成の難しさ，効率的な仕事の計
量の難しさ等である。

19）Vayre（2019）は職業領域におけるテレワークのネガティブ
な効果として孤立が考えられることに言及している。上司から
の情報提供不足により隔離されていると感じ，バーンアウト等
による長期の病欠につながりうる。また Ruiller,�Dumas�and�
Chédotel（2017）は孤立はテレワークに結びついたリスクで
あることを明らかにしている。

20）コロナ禍以降はパーソル研究所（2020）等心理的リスクに
関する研究が増加している。フランスの研究においても同様の
傾向がある。Chamoux（2021），Diard,�Hachard�and�Laroutis

（2022）等はテレワークの心理社会的リスクを指摘している。
こうした背景には，コロナ禍の以前のテレワークは基本的には
十分準備された状態で実施されるものであり，コロナ禍におけ
るテレワークのように応急的かつ集中的に行われることは想定
されていなかったことが挙げられるかもしれない。

21）フランス語の isolement は「孤立」と「隔離」の両方の意味
がある。また例えば Pennequin（2020）によればコロナ禍に
おける完全テレワークは労働の社会化機能の喪失，インフォー
マルな話し合いの場の喪失，仕事の意味やモチベーションの喪
失をもたらし，多くの従業員の唯一の希望は対面で同僚と会う
ことであったと述べている。事業主によっては出勤者用スペー
スを縮小，ないしオフィスを廃して完全テレワークにしてし
まった，等の弊害があったとされる。

22）IBM フランスを対象にしたテレワークの研究。孤立に対す
る産業医の役割に言及した。

23）2002 年の枠組協定に触れ，検討されたほとんどのケースで
は，社会的孤立は自宅と会社勤務を交互に行う方式のテレワー
クによって回避されうると指摘している。

24）テレセンターと自宅テレワークの比較。Schampheleire�and�
Martinez（2006）を引用し，孤立は自宅・会社勤務交互方式
のテレワークによって部分的に回避されることを確認してい
る。

25）CGT はフランス労働総同盟，主要労働組合の 1 つ。
26）CNAM（国民健康保険基金）と連携，災害防止や職業病予

防施策の推進等の役割を担う。
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27）Dumas�and�Ruiller（2014）は Schampheleire�and�Martinez
（2006）の「検討されたほとんどのケースでは，社会的孤立は
自宅と会社を交互に行う方式のテレワークによって回避されう
る」という分析を引用している。

28）Taskin（2021）はテレワークをするほど社会的に孤立し，
社会的孤立は非社会化，個人化，非人間化の形につながりうる
もので，共同作業の妨げとなり，とりわけ情報共有の妨げとな
ると述べている。Riberolles,�Krohmer�and�Baret（2021）は
孤独感，社会的孤立，職業的孤立のリスクがテレワークの問題
の主要なものであるとしている。

29）フランスにおけるテレワークの展開に関しては柴田（2009），
河野（2021）に詳しい。前者はテレワークが現在ほど意識さ
れていない時期の貴重な論文であり，後者は現在的状況まで見
据えている。両者共に全国職際協定について頁を割いており，
これに関しては本論でも後述する。フランス語の文献としては
CNAM（2020）に書誌がまとめられている。総論的なものと
しては Pennequin（2020）が参考になる。最新のテレワーク
に関する研究書としてはシンポジウム論集であるが，Savall,�
Zardet�［dir.］（2022）があり，テレワークの多様な側面が論じ
られている。労働法の解説書としては Auzero,�Baugard�and�
Dockès（2021）を一部参照した。

30）雇用省調査統計局。
31）2019 年以前のテレワークについては DARES（2004,�2019）

が参照できる。とくに孤立リスク等については IFOP・SFL
（2018,�2019,�2020），Malakoff�Médéric（2018.1,�2019.2,�2021.2）
等のより小規模ではあるがテレワークに関する専門的な調査を
参照する必要がある。

32）2017 年の労働法改正については後述する。
33）こちらの調査は民間企業が対象であったこと，調査方法がオ

ンラインであったこと等が影響したと考えられる。
34）Malakoff�Médéric（2019.2）．なお Malakoff�Médéric（2021.2）

によればコロナ禍においてはテレワーカー（臨時含む）は一時
的に 41％にまで増加し，その後減少した。

35）Accord-cadre�sur�le�télétravail�signé�par�la�CES,�l’UNICE/
UEAPME�et�le�CEEP�le�16�juillet�2002.

36）Loi�n°�2012-387�du�22�mars�2012�relative�à�la�simplification�
du�droit�et�à�l’allégement�des�démarches�administratives.

37）Loi�n°�2016-1088�du�8�août�2016�relative�au�travail,�à� la�
modernisation�du�dialogue� social� et� à� la� sécurisation�des�
parcours�professionnels,�とりわけ 55 条。

38）細川（2019）に詳しい。
39）細川（2019），および藤本（2013）参照。
40）マクロン労働法改革。労働政策研究・研修機構（2018,�

2019）参照。
41）「2005 年 7 月 19 日の全国職際協定　テレワーク」。Accord�

national�interprofessionnel,�télétravail（2005.7.19）．
42）CAS（2009）。
43）リクルートワークス研究所（2018）。
44）Orange,�Accord�sur� le� télétravail（2009.9.6）.�http://gps.

teletravail.free.fr/BDDaccords/2012%20et%20avant%20
Accords%20TW/2009-09-06%20FranceTelecom-accord-
teletravail-avecannexes.pdf（2022.5.30 閲覧）

45）Loi�n°�2012-347�du�12�mars�2012�relative�à�l’accès�à�l’emploi�
titulaire� et� à� l’amélioration� des� conditions� d’emploi� des�
agents� contractuels�dans� la� fonction�publique,� à� la� lutte�
contre� les�discriminations�et�portant�diverses�dispositions�
relatives�à�la�fonction�publique.

46）Décret�n°�2016-151�du�11�février�2016�relatif�aux�conditions�
et�modalités� de�mise� en�œuvre� du� télétravail� dans� la�
fonction�publique�et�la�magistrature.

47）「テレワークの形態で行うことが可能な職務の割合は，週あ
たり 3 日を超えない。配置されている場所への出勤は週 2 日よ
り少なくなることはない。第 1 項で定められた限度は月ごとに
評価される」（第 3 条）。

48）行政・公務員総局。
49）ただしコロナ禍においては Décret�n°�2020-524�du�5�mai�

2020�modifiant� le�décret�n°�2016-151�du�11� février�2016 に
よって公務員のテレワークの緩和がなされた。一時的テレワー
クや例外的状況における週 3 日のテレワーク制限の解除等が盛
り込まれた。最低週 2 日の出勤と最高週 3 日のテレワークとい
う基本的な制限に対する例外的措置である。それまでは 4 条で
産業医の意見があり，健康状態・障害・妊娠等による場合最大
6 カ月（一度更新可）3 条の週 3 テレワーク制限の例外的措置
が可能であったが，例外的措置は上記の理由に加え「部署への
アクセスまた事業所での労働が困難な例外的状況においてテレ
ワークの一時的認可が申請され合意された」ときに可能と変更
された。この点は Décret�n°�2021-1725�du�21�décembre�2021
を経た現行でも同様である。なお 2022 年のテレワークに関す
る労働協約ではつながらない権利を守るための方策，またサテ
ライトオフィスの拡充等が盛り込まれている。Accord�relatif�
à�la�mise�en�œuvre�du�télétravail�dans�la�fonction�publique

（2022.4.3）．
50）Conclusions�de�la�concertation�sur�le�«�développement�du�

télétravail� et�du� travail� à�distance�»（2017.5.23.,� https://
zevillage.net/wp-content/uploads/2017/06/rapport-conjoint-
conclusions-de-la-concertation-teletravail-7juin2017.pdf）．孤立
が労働者側のリスクとしてリストアップされている。

51）Malakoff�Médéric（2018.1）。
52）IFOP はフランス世論研究所，SFL はリヨン不動産会社。
53）2019 年 2 月 6 日から 3 月 4 日，すなわちコロナ禍の以前に

フランスにおいて行われた孤独に関する調査。10 名以上の企
業に勤務するパリ及び近郊の 1619 人の労働者が対象。

54）2020 年以降，テレワークにおける孤立について心理社会的
側面を重視する研究が増加していること，そうした研究におい
てもテレワークの日数制限は依然として重要な対策と見做され
ていることがその根拠の 1 つとして挙げられる。一例として，
後述する上院報告書も引用している Chamoux（2021）等が参
照できよう。

55）これの問題点についてはすでに Ray（2012）で検討されて
いる。

56）DARES（2020.3）。
57）IFOP・SFL の調査は 2019 年と 2020 年でデータの提示が異

なるため，コロナ禍の前後で比較するということはできない。
また対象地域がパリ限定という点も注意を要する。しかしなが
ら孤立（孤独）をテーマとした調査として重要である。

58）Sénat（2021.10.22）．これに先立ち，委員会報告である
Sénat（2021.2.4）においてもテレワークと孤立の問題が論じら
れている。

59）上院がインターネット上に公開している 2012 年から 2022
年の文書（rapport,�compte�rendus,�question 等）を対象に，
テレワークにおける孤立に関する調査を行った。国民議会

（Assemblée�nationale）については今後の調査課題としたい。
60）他の方策としてはサードプレイスの利用なども挙げられる

が，自宅でのテレワークに制限をつけるという意味合いにおい
ては類似している。

61）Ministère�du�travail,�de� l’emploi,�et� l’insertion（2020.8.31-
2022.2.16）。

62）2020 年 8 月 31 日，9 月 17 日，10 月 16 日，29 日，11 月 13 日，
2021 年 1 月 6 日，29 日，2 月 16 日，3 月 23 日，4 月 8 日，5 月
18 日，6 月 9 日，9 月 1 日，10 日，11 月 29 日，12 月 8 日，2022
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年 1 月 3 日，21 日，25 日，2 月 16 日，28 日の計 21 バージョン
が存在する。

63）Le�journal�des�femmes,�santé（2022.4.25）。
64）Instruction�DGT（2020.11.3）。
65）CE�référé�19�octobre�2020,�n°�444809.�またこの経緯につい

ては Millet,�S.（2021.1.11）を参照。
66）Ministère�du�Travail,�questions/réponses�«�Télétravail�en�

période�de�COVID-19�»,�version�du�13�novembre�2020.�詳細
は Revue�Fiduciaire（2020）。

67）なお，ここに至るまで労働省はテレワークにおける孤立に対
して無関心であった訳ではない。11 月 2 日，Ministère�du�
travail,�de� l’emploi,�et� l’insertion（2020.11.2）において，主に
中小企業を対象として，労働保健サービス（Service�de�santé�
au�travail：企業内に存在するケースと，いくつかの企業を担
当しているケースがある）に相談するよう呼びかけているが，
コロナ対策に関わる 4 つの大きな支援骨子のうちの 1 つが孤立
の予防に関するものである。また 11 月 12 日にはテレワーク
における孤立に関する調査内容を含む Harris� interactive

（2020）をホームページ上にて紹介，引用し「週 5 日中 5 日テ
レワークを行うことは大変な努力を要し，時には孤立に苦しむ
ことになる」と述べている（Ministère�du�travail,�de�l’emploi,�
et� l’insertion（2020.11.12）を参照）。こうした労働省の孤立の
問題に対する認識と，後述するように 2020 年の全国職際協定
や行政裁判判決の結果などがあり，1 月 6 日の全国ガイドライ
ンにおいて週 1 日の事業場への出勤を認める方針を採ることと
なる。

68）河野（2021）にあるように，2005 年版の改定ではないため，
併存状態である。

69）なお「7.4　テレワークの職務編成」の項目にも孤立につい
ての言及がある。

70）Accord�national� interprofessionnel�du�26�novembre�2020�
pour�une�mise�en�œuvre�réussie�du�télétravail（2020.11.26）。

71）Cfdt�et�al.（2020）。
72）Circulaire�du�5� février�2021�relative�au�renforcement�du�

télétravail�dans�la�fonction�publique�de�l’État.�
73）DARES（2021.3）。
74）PTI�«�Travailleur�isolé�:�Que�dit�la�réglementation�?�»
75）Magneta�«�Comment�prévenir� les�accidents�du�salarié�en�

télétravail�?�»,�PTI�«�Travailleur�isolé�:�Que�dit�la�réglementa-�
tion�?�»,�DATI�Plus�«�Télétravail�et�Travailleur�isolé�»�等。

76）金属工業組合。
77）携帯用無線機の類。
78）例えば Lambotte�and�Taskin（2020）は仕事場への復帰を

支援し定期的コミュニケーションをとる心理社会的リスクの監
査室の設置を提言している。
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